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新型コロナ対策に関する政策決定者向け緊急提言（要約版）  
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立命館大学政策科学部教授 

zhou@sps.ritsumei.ac.jp 
 

2021 年 1 月 7 日、日本政府は 1 都 3 県を対象に緊急事態宣言を発令した。発令当日の日本全

国における感染者数は 7500 人を超え、また 20 の都府県では過去最多を記録し、重症者数も 796

人と過去最多を更新した。感染者数の急増、感染地域の全国的な拡大、医療環境のひっ迫・崩壊、

さらに変異種感染者数の出現と増加、経済社会や東京五輪開催への深刻な影響など、第 1 回緊

急事態宣言時より、遥かに危険で緊迫な状態に置かれている。迅速かつ効率的な対処をするため、

統計学と政策工学的な視点から、以下のように緊急提言する。 

 

１．1 都 3 県対象の「緊急事態宣言」について 

 【提言 1】 緊急事態宣言は 1 都 3 県だけではなく、同時に全国範囲に拡大すべきである。 

 【提言 2】 政策ライフサイクルと第 1 回「緊急事態宣言」の教訓から、緊急事態宣言は今年 5 月

まで実施すべきである。ただし、実施内容は感染収束状況次第、時期に応じ規制内容を修正可能

とする。 

２．「GOTO キャンペーン」について 

 【提言 3】 「GOTO キャンペーン」は新型コロナ感染が収束するまで停止すべきである。 

 【提言 4】 「GOTO キャンペーン」に使われる補助金は、利用者ではなく、事業者の新型コロナ対

策を対象に補助し、安全安心に観光と飲食のできる環境づくりに重点を置き、持続可能な経済回

復とコロナ対策に寄与する。 

３．感染隔離観察期間について 

 【提言 5】 統計学の視点から、感染隔離期間をこれまでの 2 週間から 4 週間（2 週間隔離＋2 週

間観察）に変更する（当研究室が行った全世界の初期感染状況に関する統計結果によると、感染

初例から大規模感染の爆発までの潜伏期間はおおよそ 4 週間がかかるからである）。 

４．新型コロナ対策戦略について 

 【提言 6】 日本は今年 5 月までに新型コロナを収束することを目標にすべきである（7 月東京五

輪開催の為）。そのための Backcasting による新型コロナ対策ロードマップを至急構築する。 

 【提言 7】 受動型ではなく、先手を取る未然戦略型政策・施策システムを速やかに構築・実行し、

行政のリーダーシップを発揮する。 

 【提言 8】 新型コロナ禍を深刻な非伝統安全問題として、「準有事」としての特別措置法の改正、

「長期痛み療法」ではなく、思い切った「短期痛み療法」などの可能性について至急検討する。 

 【提言 9】 新型コロナ対策を契機に、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）の

高度な融合を図り、デジタル経済を一層加速し発展させる。 

５．利益とリスクを共に分担する日中韓経済圏の構築について 

 【提言 10】 収束傾向にある中国（短期痛み療法型）と韓国の経験を参考に、日中韓三国の互助

連携をはかり、率先してコロナ禍から脱出し、利益とリスクを共に分担する日中韓経済圏の構築、東

アジア国際都市間の連携による経済社会のグリーンリカバリーを実現し、世界全体の新型コロナ対

応と経済復興を助ける。 
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2021 年 1 月 7 日、日本政府は 1 都 3 県を対象に緊急事態宣言を発令した。発令当日の日本全

国における感染者数は 7500 人を超え、また 20 の都府県では過去最多を記録し、重症者数も 796

人と過去最多を更新した。感染者数の急増、感染地域の全国的な拡大、医療環境のひっ迫・崩壊、

さらに変異種感染者数の出現と増加、経済社会や東京五輪開催への深刻な影響など、第 1 回緊

急事態宣言時より、遥かに危険で緊迫な状態に置かれている。迅速かつ効率的な対処をするため、

統計学と政策工学的な視点から、以下のように緊急提言する。 

 

１． 第 2 回「緊急事態宣言」について 

【提言１】 緊急事態宣言は一都三県だけではなく、同時に全国範囲に拡大すべきである。 

理由１：19 の都府県が過去最多（１月６日、図１）。大阪府を事例とすれば、表１のように、大阪府の

感染状況は一都三県の合計値とほぼ同等レベルに達している。感染数が最も多い都道府県 Top 

10 は、東京都、大阪府、神奈川県、愛知県、北海道、埼玉県、千葉県、兵庫県、福岡県、沖縄県

の順位であり、東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県の一都三県が全国感染者の半分近くを占める

から一都三県のみ緊急事態宣言発令対象にする理由にならない。 

 

表１ 一都三県と大阪府の新型コロナ感染状況（2021 年 1 月 6 日） 
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図１ １月７日 日本全国の感染状況（最多地域が多く、全国的に拡大傾向） 

 

 
図２ 日本各地域の毎日新規感染者数の推移 

 

理由２：「感染状況が一定レベルまで達していないから実施しない」という後手的な対応（受動型対

応）ではなく、一定レベルまでさせないため、先手を取る未然型対策を実施すべきである。すなわ

ちいまだ深刻ではないような地域でも徹底的な措置を講ずるべきである。 

理由３：新型コロナという強烈な感染症に対応するにあたり、一国内の各地域では、対応策の同時

実施が重要で効果的である。たとえ一都三県が一時的にコントロールできたとしても、他地域から

の影響により再燃され、繰り返される悪循環（第 4 波、第 5 波等）になりかねない。これは過去と他

国からの教訓でもある。 
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図３ 世界の感染状況（上図）と日本及び一都三県が置かれている環境（模式図） 

 

【提言２】 政策ライフサイクルと第 1 回「緊急事態宣言」の教訓から、緊急事態宣言は今年 5 月

まで実施すべきである。ただし、実施内容は感染収束情況次第、時期に応じ規制内容と厳しさを修

正可能にする。 

 

理由１：新型コロナを含めた環境社会問題は、その範囲、原因、効果、危険性、社会的・経済的影

響において非常に多様である。一つ一つの問題について個別的、システム的な解決策を見出され

なくてはならない。しかし、ほとんどの政策過程は、図４に示すようにそれぞれ非常に異なる性格を
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もつ四つの段階（問題の認識、政策の策定、実施、管理）からなる政策ライフサイクルをたどること

ができる。 

第１回緊急事態宣言は去年４月７日に実施し、５月２５日に解消された。一日の新規感染者は 25

人前後まで収束できた。本来この時は政策ライフサイクルの大事な第 4 段階ー管理（コントロール）

段階が始まる、すなわち政府や政策担当者は新型コロナ問題を引き続き管理下に置くことを確保し

なくてはならない。関連規制の簡素化、場合によっては廃止（規制緩和）が可能になるが、宣言を

解除するのではなく、7 月中旬まで延長したらと反省するところがある。注意深い管理を続ける必要

があるからである。去年 5 月 25 日は宣言の解除日ではなく、政策ライフサイクルの第 4 段階ー維

持管理段階の開始日にすべきであった。この教訓から、第二回緊急事態宣言の実施時期は、図５

に示すように、２月７日までではなく、５月中旬まで（７月の東京五輪開催を目標に）続ける必要があ

る。実施に当たり、感染の収束情況、ワクチン開発使用状況次第、規制内容を適時に修正する。 

対策（緊急事態宣言）の事前評価、中間評価と事後評価が重要である。収束後の維持管理が重

要である。 

 

 
図４ 政策ライフサイクルと第 1回「緊急事態宣言」の教訓 
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図５ 新型コロナ対策ロードマップ模式図 

 

理由２ 図６に示すように、新型コロナ感染初例から感染爆発までの潜伏期間は凡そ３０日間（４週

間）かかる。クリスマスや年末年始の動きから、宣言を２月７日に終了するのが到底無理があると予

測する。収束したとしても、前述の政策ライフサイクルにおける第４段階である管理が必須である。 

 

 
図６ 新型コロナ感染初例から感染爆発までの潜伏期間 

 

理由３ 7 月東京五輪開催という制約条件によるもの。少なくとも５月中では、感染を収束し、世界に

安全と安心感をさせていかないと７月東京五輪の開催が危うい。 
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２．「GOTO キャンペーン」について 

 【提言３】 「GOTO キャンペーン」は新型コロナ感染が収束するまで停止すべきである。 

理由１ 「GOTO」事業は、目的が良いものとして、実施時期と補助対象が間違っていると思う。 

同じ国、同じ時期に、「Go To キャンペーン」と「不要不急の外出自粛」、「三密」避けを同時に実施

するのが政策効果的に矛盾している。 

理由２ イギリス版「GOTO Eat」“Eat Out to Help Out”=EOHO ("外食して助けよう") 

からの教訓。主な内容は以下のとおりである 

１） 8 月 3 日～8 月 31 日（暦週 32-36：月曜日、火曜日、水曜日のみ） 

２） 内容：食べ物やノンアルコール飲料を食べたり飲んだりすると 50％割引になる（ダイナー1

人につき最大 10 ポンド割引） 

図７に示すように、１）EOHO キャンペーンの実施により、レストランの訪問者数は前年レベルを

大幅に上回るのにつながっている。２）比較的多くの飲食店が参加している地域では、 EOHO キ

ャンペーン開始から約 1 週間後に新たな COVID19 感染クラスターの出現が顕著に増加していた。

３）EOHO キャンペーンの終了後 1 週間ほどで、EOHO 利用率が高かった地域では、新規感染ク

ラスターの減少が顕著に見られた。キャンペン中に新たに発生した感染クラスターは全体の 8～

17％を占めている（Fetzer, 2020） 

 

 
図７(a) イギリス版「GOTO Eat」EOHOの実施によるレストラン訪問数の前年比の推移（％） 
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図７（ｂ） イギリス版「GOTO Eat」EOHOの実施による COVID19 クラスター感染に与える影響 

 

 【提言４】 「GOTO」キャンペーンに使われる補助金は、利用者ではなく、事業者の新型コロナ対

策を対象に補助し、安全安心に観光と飲食のできる環境づくりに重点を置き、持続可能な経済回

復とコロナ対策に寄与する。 

理由１ 国民は観光に行きたくないでもないし、旅費がないから行けないでもない。政府や専門

家委員が再三に「三密」を徹底的に避けるように呼び掛けているし、行ったら感染されるという不安

があるからである。そのため、「GOTO」キャンペーンの補助金は、観光者、飲食者ではなく、事業

者のコロナ対策（感染対策インフラの増強）を対象に補助すべきである。安全安心で観光と飲食の

できる環境づくりに力を入れるべきで、これにより消費が拡大され、持続可能な経済復興とコロナの

収束に寄与できるものと考えられる。「１０万円給付＋GOTO トラベル」は矛盾で危険な組み合わせ

である（図８）。 

これまでの感染事例（クラスター感染、家庭感染等含め）から分析して見ると、客としては、マナ

ーよく、注意深く「三密」を徹底的に避けること、事業者としては、店やホテルの感染防止対策の増

強、来客に対する経常的な注意喚起を行うこと、政府行政としては、一定程度、一定期間と全国範

囲の「統制」（強制）（準有事としての検討）、並びに未然型対策（受動、応対型ではなく）を実施す

ることにより、感染防止と経済社会の両立という日本型コロナ対策効果が期待できるものと考えられ

る。 
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図８ 「１０万円給付＋GOTO トラベル」について 

 

３．感染隔離観察期間について 

 【提言５】 統計学の視点から、感染隔離期間をこれまでの２週間を４週間（２週間隔離＋２週間観

察）に変更する。 

理由１：新型コロナの感染特徴と形態によるものである。 

新型コロナは 2 形態に分けることができる。全世界の新型コロナ感染形態（図９）は、クルーズ船

型（A 区）と都市型（B 区）に分けることができる。 

クルーズ船型は、初例感染者から大規模爆発感染まで所要潜伏期間は凡そ１週間程度（感染

から発病までの感染潜伏期間 14 日間の約 1/2）。都市型は、約４週間程度（感染潜伏期間 14 日

間の約２倍）。 

そのため、これまでの隔離期間は２週間（感染して発病までの潜伏期間は 14 日間）としたが、統

計学的視点からは、４週間（２週間隔離＋２週間観察）に変更することを提案する。あとの２週間は

状態次第、隔離方法を変更することもありうる。 
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http://stdaily.com/English/ChinaNews/2020-04/30/content_932701.shtml 

 
図９ 世界各国の初期累積感染者数と感染形態分類 

 

４．新型コロナ対策戦略について 

【提言６】 日本は５月までに新型コロナを収束することを目標にすべき（７月東京五輪開催の為）。

そのための Backcasting による新型コロナ対策ロードマップを至急に構築する。 
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図５ 新型コロナ対策ロードマップ模式図 

 

【提言７】 受動型ではなく、先手を取る未然・戦略型政策・施策システムを速やかに構築・実行し、

行政のリーダーシップを発揮する。 

「専門家助言+政治判断と実行」は良い意思決定システムだと思います。しかし、「勝負の 3 週間」

を一つの事例として見てみると､「政治判断と実行」部分は弱い、遅れているのではないかと政策学

的に考えられる。「勝負の 3 週間」という助言を受けた以上、それを実現する為の具体的な施策の

設計と実施は政府行政と政治家の責任と力量に帰属する問題である。残念ながらそのような施策と

責任システムはあまり見えなかったし、「勝負の 3 週間」後逆に感染者数が増加したことに対する対

策もすぐに提案されていなかったのです。意思決定は応対型受身型受動型対応とみられる。 

【提言８】 新型コロナ禍を深刻な非伝統安全問題として、「準有事」としての特別措置法の改正、

「長引き痛み療法」ではなく、思い切った「陣痛療法」などの可能性について至急に検討する。 

理由１ 現在の感染状況は、国内的、国際的にみれば、第１回緊急事態宣言当時より遥かに深刻

であり、しかも第２回宣言による規制は、第１回より緩やかすぎで、１か月の実施により収束するのが

到底見込めない状態である。それどころかこれからの日本は感染者がさらに急速に拡大する危険

性が存在する、と統計学的視点から警鐘を鳴らす。日本は国内感染と国際感染の両方に直面して

いるからである。 

そこで、新型コロナは重大な非伝統安全問題であり、日本は対策的に、今の感染状況を「准有事」

とし、現在の緊急事態宣言よりも、さらなる一歩を踏みだすべきかどうかの検討が緊急に必要とする。 

【提言９】 新型コロナ対策を契機に、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）の

高度な融合を図り、デジタル経済を一層加速し発展させる。 

 

５．利益とリスクを共に分担する日中韓経済圏の構築について 
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【提言 10】 収束にかけている中国（陣痛療法型）と韓国の経験を参考に、日中韓三国の互助連

携をはかり、率先してコロナ禍から脱出し、利益とリスクを共に分担する日中韓経済圏の構築による

経済社会のグリーンリカバリーを実現し、世界全体の新型コロナ対応と経済復興を助ける 

理由１ 図 10 に示すように、新型コロナによる日本国民の生活満足度に与える影響が大きい。長

引きの痛みがどれだけ耐えられるか、重要な課題として検討すべきである。 

理由２ 中国は「短期痛み」療法（ロックタウン方式）により、「陣痛」を伴いながら、率先して、コロ

ナ禍を脱出し、プラス成長を実現できた。トヨタが中国の新型コロナによる落ち込みからの早期回復

により中国での 2020 年販売量が過去最多を達成した。韓国も収束にかけているところである。 

 日中韓三か国はこの第２次世界大戦以来の最大危機にあたり、未来志向をもって、一致結束し、

率先して、コロナ禍を脱出し、経済社会の回復、東アジアのグリーンリカバリー（Green Recovery）を

はかる。 

 
図 10 日本国民の新型コロナ発生有無による「物・心豊かさ」分岐点の移動 
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図１１ 日中韓の課題と協力 
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